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調 査 の 概 要  

1 調査の自的   

この調査は、全国の介護サービスの提供体制、提供内容等を把握することにより、介護サービスの提   

供面に着目した基盤整備に関する基礎資料を得るとともに、介護サービス施設・事業所名簿を作成する   

ことを目的とする。   

2 調査の対象及び客体  

（1）介護保険施設及び各事業所  

介護保険制度における全国の介護予防居宅サービス事業所、地域密着型介護予防サービス事業所、   

介護予防支援事業所、居宅サービス事業所、地域密着型サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護   

保険施設を対象とし、これらの施設・事業所の全数を調査客体とした。（（介護予防）訪問リハビリテ   

ーション、（介護予防）居宅療養管理指導、医療施設がみなしで行っている（介護予防）訪問看護を  

除く）  

平成19年10月1日現在  

調査対象施設・事業所数  集計施設・事業所数   

介護予防居宅サービス事業所  

介護予防訪問介護事業所   （21079）   20 455   

介護予防訪問入浴介護事業所   （1955）   1885   

介護予防訪問者護ステーション   5 465   5 237   

介護予防適所介護事業所   20 595   20 396   

介護予防適所リハビリテーション事業所   6 265   6179   

介護予防短期入所生活介護事業所   6 625   6 608   

介護予防短期入所療養介護事業所   5 389   4 919   

介護予防特定施設入居者生活介護事業所   2 502   2 498   

介護予防福祉用具貸与事業所   （5688）   5 445   

特定介護予防福祉用具販売事業所   （5616）   5 439   

地域密着型介護予防サービス事業所  

介護予防認知症対応型通所介護事業所   2 878   2 696   

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所   （745）   738   

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所   8 646   8 622   

介護予防支援事業所（地域包括支援センター）   （3859）   3 851   

居宅サービス事業所  

訪問介護事業所   （22191）   21069   

訪問入浴介護事業所   （2292）   2124   

訪問看護ステーション   5 896   5 407   

適所介護事業所   21327   20 997   

適所リハビリテーション事業所   6 476   6 380   

短期入所生活介護事業所   7 053   7 030   

短期入所療養介護事業所   5 675   5 278   

特定施設入居者生活介護事業所   2 628   2 617   

福祉用具貸与事業所   （6188）   5 649   

特定福祉用具販売事業所   （5637）   5 456   

地域密着型サービス事業所  

夜間対応型訪問介護事業所   （73）   69   

認知症対応型通所介護事業所   3 066   2 885   

小規模多機能型居宅介護事業所   （972）   962   

認知症対応型共同生活介護事業所   8 868   8 818   

地域密着型特定施設入居者生活介護事業所   も4   62   

地域密着型介護老人福祉施設   94   94   

居宅介護支援事業所   （30149）   28 248   

介護保険施設  

介護老人福祉施設   5 892   5 892   

介護老人保健施設   3 436   3 435   

介護療養型医療施設   2 694   2 608   

注：（）内は郵送により調査を実施したものである。  
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（2）介護保険施設及び訪問看護ステーションの利用者  

全国の介護保険施設の入所者を対象とし、全国の介護保険施設から3，313施設の抽出を行い、平成   

19年9月末の在所者の1／2（指定介護療養型医療施設である診療所については全数）及び9月中の退   

所者の全数を客体とした。また、全国の訪問看護ステーションの利用者を対象とし、全国の訪問看護  

ステーションから1，383事業所の抽出を行い、平成19年9月中の利用者の1／2を客体とした。  

3 調査の時期  

平成19年10月1日   

4 調査事項  

（1）介護保険施設  

開設主体、定員、在所者数、従事者数、居室等の状況等  

（2）居宅サービス事業所  

開設主体、利用者数、従事者数等  

（3）利用者  

要介護度、主傷病名、認知症高齢者の日常生活自立度、障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）等  

5 調査の方法及び系統  

介護保険施設、居宅サービス事業所及び居宅介護支援事業所の管理者が調査票に記入する方式とした。  

イ～キの事業所の一部  厚生労働省  

郵送  

6 結果の集計  

結果の集計は、厚生労働省大臣官房統計情報部で行った。   

7 利用上の注意  

（1）表章記号の規約  

計数のない場合  

統計項目のありえない場合  

計数不明又は計数を表章することが不適当な場合  

表章単位の1／2未満の場合  

減少数（率）の場合  

（2）活動中の施設・事業所のうち、回答のあったものについて集計した。  

（3）この概況に掲載の数値は四捨五入しているので、内訳の合計が「総数」に合わない場合がある。  

（4）施設・事業所数は10月1日現在、利用者数は9月中の利用者の数である。   

ただし、以下の事業所、施設の利用者、在所者は9月30日24時現在の数である。   

・介護保険施設、地域密着型介護老人福祉施設   
・介護予防特定施設入居者生活介護事業所、特定施設入居者生活介護事業所   
・介護予防認知症対応型共同生活介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所   
・地域密着型特定施設入居者生活介護事業所  

（5）複数のサービスを提供している事業所は、それぞれのサービスに計上している。例えば、1事業所   

において介護予防サービスと介護サービスを提供している場合、提供している個々の事業所数に計上   

している。  
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結果の概要  

1 施設・事業所の状況   

（1）事業所数、施設数の状況  

介護予防サービスの事業所数をみると、介護予防訪問介護が20，455事業所、介護予防通所介   

護が20，396事業所となっており、介護サービスの事業所数をみると、訪問介護が21，069事業所、   

通所介護が20，997事業所となっている。増減率をみると、介護予防サービスの介護予防小規模  

多機能型居宅介護（409．0％）、介護サービスの夜間対応型訪問介護（475．0％）などが高くなって  

いる。  

介護保険施設では、介護老人福祉施設が5，892施設、介護老人保健施設が3，435施設、介護   

療養型医療施設が2，608施設となっている。（表1）  

表1 事業所数、施設数  
各年10月1日現在  

事業所・施設数  

平成18年   平成19年   対前年  
増減数   増減率（％）   

介護予防居宅サービス事業所  
（訪問系）   

介護予防訪問介護   19269   20455   1186   6．2  

介護予防訪問入浴介護   1888   1885   △ 3   △0．2  

介護予防訪問者護ステーション  5090   5237   147   2，9  

（適所系）  

介護予防適所介護  18055   20396   2341   13．0  

介  
介護予防適所リハビリテーション   5826   6179   353   6．1  

護  介護老人保健施設   3090   3214   124   4．0  

医療施設  2736   2965   229   8．4   

予                                                                           （その他）  

介護予防短期入所生雪舌介言隻          防 サ  5915   6608   693   11，7   

l   介護予防短期入所療養介護   4917   4919   2   0．0   

ビ   介護老人保健施設   3071   3215   144   4．7   

ス   医療施設   1846   1704   △142   △7．7  

介護予防特定施設入居者生活介吉筆   1859   2498   639   34．4  

介護予防福祉用具貸与   5605   5445   △160   △2．9  

特定介護予防福祉用具販売   5267   5439   172   3．3  

地域密着型介護予防サービス事業所  
介護予防終知症対応型適所介吉隻   2306   2696   390   16．9  

介吉蔓予防′ト規模多機能型居宅介護   145   738   593   409．0  

介護予防認知症対応型共同生活介護   8057   8622   565   7．0  

介吾妻予防支援事業所（地域包括支援センター）   3292   3851   559   17．0   

（訪問系）  

訪問介吾欒   20948   21069   121   0．6  

訪問入浴介護   2245   2124   △121   △5．4  

訪問者護ステーション  5470   540   △ 63   △1．2  

（通所系）  

適所介護   19409   2099了   1588   8，2  
通所リハビリテーション   6278   6380   102   1，6  

介護老人保健施設   3288   3314   26   0．8  

医療施設  2990   3066   76   2．5  

（その他）  

短期入所生i舌介護   6664   7030   366   5．5  

介  5437   5278   △159   △2，9   

護   介護老人保健施設   3340   3381   41   1．2   

2097   1897   △ 200   △9．5   

サ  医療施設           l  特定施設入居者生活介護   1941   2617   676   34．8   

ビ  福祉用具貸与   6051   5649   △ 402   △6．6   

ス  特定福祉用具販売   5299   5456   157   3．0  

地域密着型サービス事業所  
夜間対応型訪問介護   12   69   57   475．0  

認知症対応型適所介護   2484   2885   401   16．1  

小規模多機能型居宅介護   187   962   775   414．4  

認知症対応型共同生活介護   8350   8818   468   5．6  

地域密着型特定施設入居者生活介護   23   62   39   169．6  

地域密着型介護老人福祉施設   43   94   51   118．6  

居宅介護支援事業所   27571   28248   677   2．5  

介護保険施設  
介護老人福祉施設   5716   5892   176   3．1  

介護老人保健施設   3391   3435   44   1．3  

介満席養型医療施設   2929   2608   △ 321   △11．0   

注∴1）事業所・施設数には利用者・在所者なし、利用者・在所者数不詳の事業所・施設を含む。  

2）複数サービスを行っている事業所は、各々に計上している．  
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（2）利用者数、在所者数の状況  

介護予防サ、一ビスの利用者数をみると、介護予防訪問介護が306，458人、介護予防適所介護   

が280，652人となっており、介護サービスの利用者数をみると、訪問介護が738，793人、適所   

介護が882，596人となっている。増減率をみると、介護予防サービスの介護予防′ト規模多機能型   

居宅介護（460．4％）、介護サービスの夜間対応型訪問介護（1，398．0％）などが高くなっている。  

介護保険施設では、介護老人福祉施設が405，093人、介護老人保健施設が285，265人、介護   

療養型医療施設が102，753人となっている。（表2）  

表2 利用者数、在所音数  

各年10月1日現在  

利用者・在所音数  

平成18年   平成19年   対前年  
増減数   増減率（％）   

介護予防居宅サービス事業所  
（訪問系）  

介護予防訪問介護   159791   306458   146667   91．8  

介護予防訪問入浴介護   193   344   151   78．2  

介護予防訪問看護ステーション  10747   18760   8013   74．6  

（適所系）  

介護予防適所介護  149705   280652   130947   87．5  

介                                                 介護予防適所リハビリテーション   54701   104231   49530   90．5   

護   介護老人保健施設   28938   53866   24928   86．1   

予  医療施設  25763   50365   24602   95．5  

防  

サ  3827   7443   3616   94．5   

l   介護予防短期入所療養介護   959   1617   658   68．6   

ビ   介護老人保健施設   881   1495   614   69．7   
ス   

医療施設   78   122   44   56．4  

介護予防特定施設入居者生活介護   7243   17009   9766   134．8  

介護予防福祉用具貸与   74686   104 3566 29670   39．7  

地域密着型介護予防サービス事業所  
介護予防認知症対応型適所介護   515   803   288   55．9  

介護予防小規模多機能型居宅介護   217   1216   999   460．4  

介護予防認知症対応型共同生活介護   1105   2852   1747   158．1  

介護予防支援事業所（地域包括支援センター）   331495   633988   302493   91．3   

（訪問系）  

訪問介護   882556   738793   △143763   △16．3  

訪問入浴介護   62219   64396   2177   3．5  

訪問看護ステーション  281160   274079   △7081   △2．5  

（適所系）  

適所介護  955506   882596   △72910   △7．6  

適所リハビリテーション   412044   366665   △45379   △11．0  

介護老人保健施設   244585   220274   △24311   △9．9  

医療施設  167459   146391   △21068   △12．6  

（その他）  

短期入所生活介護  224163   237257   13094   5，8  

介                                                                                             短期入所療養介護   58069   56089   △1980   △3．4   

護   介護老人保健施設   52711   51210   △1501   △2．8   

サ   医療施設   5358   4879   △ 479   △8．9   

l   特定施設入居者生活介護   66070   84355   18285   27．7   

ビ  652262   670700   18438   2．8  

ス   
夜間対応型訪問介護   51   764   713   1398．0  

認知症対応型適所介護   37017   44753   7736   20，9  

小規模多機能型居宅介護   1643   10407   8764   533．4  

認知症対応型共同生活介護   115644   123479   7835   6．8  

地域密着型特定施設入居者生活介護   396   893   497   125．5  

地域密着型介護老人福祉施設   878   1951   1073   122．2  

居宅介護支援事業所   1 889 213 1 643 451 △245762   △13．0  

介護保険施設  
介護老人福祉施設   392547   405093   12546   3．2  

介護老人保健施設   280589   285265   4676   1，7  

介護療養型医療施設   111099   102753   △8346   △7．5   

注・1）介護予防訪問看護ステーションは介護保険法の利用者と「要支援認定申請中」「その他」を含む。  

2）訪問者謹ステーションは介護保険法・健康保険法等の利用者と「要介護認定申請中」「その他」を含む。  
3）短期入所生活介護には空床利用型の事業所を含まない。  
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（3）開設主体別施設・事業所の状況  

介護サービス事業所を開設主体別にみると、訪問介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、   

特定福祉用具販売、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、   

地域密着型特定施設入居者生活介護は「営利法人（会社）」が最も多くなっている。  

居宅介護支援事業所では、「営利法人（会社）」が36．8％、「社会福祉法人」が30．1％となっ   

ており、介護予防支援事業所（地域包括支援センター）では、「社会福祉法人」43．6％、「地方   

公共団体」35．2％となっている。（表3、図1）  

介護保険施設を開設主体別にみると、介護老人福祉施設は「社会福祉法人」が91．3％と最も   

多く、介護老人保健施設及び介護療養型医療施設では「医療法人」が73．8％、79．1％と最も多   

くなっている（表4）。  

表3 開設主体別事業所数及び構成割合  

平成19年10月1日現在  

実  数  
特定  

事業所数             地方公共 団体  公的・ 社会保険 関係団体  社会福祉 法人  医療法人  社団・ 財【司法人   協同組合  営利法人 （会社）   非営利 活動魔人  

（NPO）   

居宅サービス事業所  
（坊間系）  

言方間介護   21069  157   5592  1522  257  746  11392  1242  161   

訪問入浴介護   2124   23  1169   48   18   22  822   20   2   

訪問者護ステーション  5407  212  82  57   39   

（適所系）  

適所介護   20997  400  8882  1688  144  409  

適所リハビリテーション   6380  213  84  565  4835  205  6  472   

介護老人保健施設   3314  149   65   526  2441  105  28  

医療施投  3066   64   19   39  2394  100  6  444   

（その他）  

短期入所生活介讃   7030  311   5919  194   5  23  29  
短期入所療養介護   5278  264  90  199   

介護老人保健施設   3381   151   65   527  2504  107  27   

医療施設   1897  113   25   17  1519   50  172   

特定蘭瀾入居者生活介苦簗   2617   56  692   26   19  7   9   27   

福祉用具貸与   5649   4  197  118   16  193  5027   57   37   
特定福祉用具」販売   5456   89   64   12  167  5048   50   25   

地域密着型サービス事業所  
夜間対応型妨間介護   69   10   5   2   49   2   

認知症対応型通所介護   2885   46  1531  357   25  49  13  

′ト規模多機能型居宅介護   962   2  277  136   7   15  437   83   5   

認知症対応型共同生活介護   8818   19  1955  1591   28   29  4701  469   26   

地域密着型特定施設入居者生活介饅  62  15  42   4   

地域密着型介護老人福祉施股  94  12  82   

介雷蔓予防支援事業所（地域包括支援センター〉   3851  1354  1680  450  138   39  154   26   10   
居宅介苫蔓支援事業所   28248  570  8495  5706  926  954  10396  937  264  

構  成  割  合  
特定  

事業所数            地方公共 団体  公的・ 社会保険 関係団体  社会福祉 ，法人  医療法人  社団・ 財団法人   協同組合  営利法人 （会社）   非営利 活動法人  

（NPO）   

居宅サービス事業所  
（訪問系）  

坊間介護   100．0   0．7   26．5  7．2   1．2  3．5  54．1  5．9  0．8   

坊間入浴介護   100．0   55．0  2．3  0．8  1．0  38．7  0．9  0．1   
坊間看護ステーション  100．0   3．9  1．5  9．0  42．8  14．7  5．2  21．0   1．1  0．7   

（適所系）  

通所介護   100．0   1．9  42．3  8．0  0．7  1．9  
適所リハビリテーション   100．0   3．3  1．3  8．9  75．8  3．2  0．1  7．4   

介護老人保健施設   100．0   4．5   2．0  15．9  73．7   3．2  08  
医療施隈  100．0   2．1   0．6  1．3  78．1   3．3  0．2  14．5   

（その他）  

短期入所生活介護   100．0   4．4  0．3  0．4  

短期入所療養介護   100．0   5．0  1．7  3．0  0．0  3．8   

介護老人保健施澱   100．0   4．5   1．9  15．6  74．1   3．2  0．8   

医療施設   100．0   6．0   1．3   0．9  80．1   2．6  0．1  9．1   

特定施設入居者生活介護   100．0   2．1  0．3   

福祉用具貸与   100．0   0．1  3．5  2．1   0．3  3．4  89．0  1．0  0．7   

特定福祉用具販売   100．0   0．0  1．6   1．2  0．2  3．1  92．5  0．9  0．5   

地域密着型サービス事業所  
夜間対応型訪問介護   100．0   1．4  14．5  7．2  2．9   71．0  2．9   

認知症対応型適所介護   100．0   1．6  1．7      0．5         53、1  12．4  0．9   24．2  5．8   

′ト規模多機能型居宅介護   100．0   0．2  28．8  14．1  0．7   1．6  45．4  8．6  0．5   

認知症対応型共同生活介護   100．0   0．2  22．2  18．0  0．3  0．3  53．3  5．3  0．3   

地域密着型特長魔儲入居者生活介護   100．0  24．2   1．6  67．7  6．5   

地域密♯型介護老人福祉施野   100．0  12．8  87．2   

介護予防支援事業所（地域包括支援センター）   100．0  35．2  43．6  11．7  3．6  1．0  4．0  0．7  0．3   

居宅介護支援事業所   100．0   2．0  30．1  20．2  3．3  3．4  36．8  3．3  0．9   

注：坊間介護、訪問入浴介護、適所介護、短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、′ト規模   

多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、介護予防支援事業所、居宅介護支援事業所については経営主体である。  
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図1 開設主体別事業所数（構成割合）の年次推移  
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表4 開設主体別施設数及び構成割合  

平成19年10月1日現在  

実  数  

施設数           都道府県  市区町村  広域連合・ 一部 事務組合  日本赤 十字社・ 社会保険 関係国体  社会福祉 協議会  社会福祉 法人  医療法人  社団・財団 法人  その他の 法人  その他   
介護保険施設  

介護老人福祉施設   5892   39   330   127   7   10  5379   

介護老人保健施設   3435   4  130   19   67   2534  107   28   

介護療養型医療施設   2608   4  127   10   32  30  2064   66   259  

構 成 割 合（％）  

施設数  

都道府県  市区町村  広域連合・ 〉部 事務組合  日本赤 十字杜・ 社会保険 関係団体  社会福祉 協議会  社会福祉 法人  医療法人  社団・財団 法人  その他の 法人  その他   
介護保険施設  

介護老人福祉施設   100．0   0．7   5．6   2．2   0．1   0．2  91．3   

介護老人保健施設   100．0   0．1   3．8   0．6   2．0   73．8   3．1   0．8   

介護療養型医療施設   100．0   0．2   4．9   0．4   L2  1．2  79．1   2．5   9．9  
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2 居宅サービス事業所の状況   

（1）利用人員階級別事業所の構成割合  

平成19年9月中の利用人員階級別に事業所数をみると、介護予防サービス（介護予防支援事   

業所（地域包括支援センター）を除く）では、「1～9人」の事業所が多くなっており、介護   

サービス事業所では、訪問介護、訪問入浴介護は「1～19人」、訪問看護ステーション、適所介   

護は「20～39人」が多くなっている。  

1事業所当たりの利用者数をみると、介護予防サービスでは、介護予防支援事業所（地域包括支援セ  

ンター）が170．7人、介護予防通所リハビリテーションが16．9人、介護予防訪問介護が16．4人となっ   

ている。また、介護サービスでは、居宅介護支援事業所が60．3人となっている。（表5、表6）  

表5 介護予防サービスの種類別にみた利用実人員階級別事業所数の構成割合  

（介護予防サービス）（単位＝％）  平成1昨10月1日現在  

9月中の1  

総数  利用者 なし  1～9人  10一）19  20へノ29  30′、ノ39  40′）49  50～59  60～69  70一）79  80人以上   事業所当た り利用者数  

（人）   

介護予防居宅サービス事業所  
（訪問系）  

介護予防訪問介護  100．0  

介護予防訪問入浴介護  000   0．1  1．5  

介護予防訪問看護ステーション  100．0   0．0  3．6   

（適所系）   

介護予防適所介護   0．2   

介護予防適所リハビリテーション   100．0  3．8  34．8  30．6  15．9  7．2  3．6  1．7  0．9  0．7  0．8  16．9   

介護老人保健施設   100．0  4．4  34．4  30．7  15．7  6．8  3．5  1．7  1．2  0．6  0．8  16．8  

医療施設  100．0  3．0  35．3  30．4  16．1  7．7  3．7  1．6  

（その他）  

介護予防短期入所生活介護   100．0  45．9  53．8  0．2  0．0  2．2   

介護予防短期入所療養介護   100．0  78．9  21．1  0．0  0．3   

介護老人保健施設   100．0  70．4  29．5  0．1  0．5   

医療施設   100，0  94．9  5．1  0．1   

介護予防福祉用具貸与   1．6   

介護予防特定施設入居者生活介護  100．0  12．9  62．0  20．1  3．9  0．7  0．2  0．1  0．0  0．0   7．8   

介護予防地域密着型サービス事業所  
介護予防認知症対応型適所介護   100．0  85．5  14．1  0．3  0．0  2．1   

介護予防′ト規模多機能型居宅介護   100．0  44．0  54．4  1，3  0．3  2．9   

介護予防認知症対応型共同生活介護  100．0  90．0  9．0  0．8  0．2  3．3   

介護予防支援事業所（地域包括支援センター）  100．0  3．6  4．1  2．9  3．3  4．1  3．8  4．2  4．2  4．6  65．2  170．7   
注：1）総数点、利用者数不詳の事業所を含む。   

2）介護予防訪問者讃ステーションは介護保険法の利用者と「要支援路定申請中」rその他」を含む。  
3）介護予防短期入所生活介護には空床利用型の事業所を含まない。  
4）r9月中のl事業所当たり利用者数（人＝は利用者なし、利用者不詳の事業所を除いて算出した。  

表6 介護サービスの種類別にみた利用実人員階級別事業所数の構成割合  
（介護サービス）（単位＝％）  平成19年10月1日現在  

9月中の1  

総数  利用者 なし  巨－19人  20一・－39  40～59  60一－79  80～99  100′■－119  120・－139  140・～159  160人以上   事業所当た り利用者数  

（人）   

居宅サービス事業所  
（訪問系）   

訪問介護   100．0  2．4  36．2  31．2  15．6  6．8  3＿3  1．7  0．8  0．6  1．3  35．9   
訪問入浴介護   100．0  5．0  49．9  20．1  10．2  5＿5  3．5  2．2  1．5  0．8  1，5  31．9   
訪問者護ステーション  100．0  0．7  15．0  29＿9  23．7  14．6  6．9  4．0  2＿4  1．8  50．7   

（適所系）  

通所介護   100．0  0．9  24．2  28．8  21．4  14．4  6．6  2．4  0．7  0．3  0．3  42．4   
適所リハビリテーション   100．0  0．6  12．2  23．7  23．8  16．9  11．3  5．3  2．8  1．4  2．1  57．5   

介護老人保健施設   100．0  0．5  7．9  18．4  22．7  19．8  14．4  6．9  4．0  2，3  3．0  66．5  

医療施設  100．0  0．7  16．8  29．4  24．9  13．9  8．0  3．5  1．4  0．4  1．0  47．7   

くその他）  

短期入所生活介護   100．0  1．2  26．0  37，4  21．2  9．5  3．0  0．8  0＿3  0．2  

短期入所撹養介護   100．0  28．3  53．6  13．4  3．1  1．1  0．3  0．1  0．0  0．0  10．6   
介護老人保健施設  100．0  8．3  65．1  19．5  4．6  1．6  0．5  0．2  0．0  0．1  15．1   
医療一施設  100．0  2．6  

福祉用具貸与  2．5   

特定施設入居者生活介護   100．0  1．3  26．0  45．1  19．7  5．1  1．9  0．5  0．3  0．1  0．2  32．6   

地域密着型サービス事業所  
夜間対応型言方間介護   100．0  26．1  58．0  13．0  1．4   1．4  15．0   
認知症対応型適所介護  0．6  0．l  16．8  
′ト規模多機能型居宅介護   10   11．6  
認知症対応型共同生子吉介護   100．0  0．3   14．0   
地域密着型特定施設入居者生活介護  100．0  0．0  74．2  25．8  14．4   
地域密着型介護老人福祉施設   100．0  36．2  63．8  20．8   

居宅介護支援事業所  100．0  3．5  16．0  l 26．3  16．6  l 13．1  8．4  5．5  3．9  2．3  4．4  60．3   
注：l）総ミ敗l士、利用者数不詳の事業所を含む。  

2）訪問着護ステーションは介護保険法・健康保険法等の利用者と「要介護路定申請中」「その他」を含む．  
3）短期入所生活介護には空床利用型の事業所を含まない。  
4）「9月中の1事業所当たり利用者数（人）」は利用者なし、利用者不詳の事業所を除いて算出した。  
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（2）要介護（要支援）度別利用者の構成割合  

介護予防サービスの利用者を要支援度別にみると、「要支援2」が多くなっている（図2）。  

介護サービスの利用者を要介護度別にみると、訪問入浴介護、訪問看護ステーションでは「要介   

護5」が最も多い（図3）。  

図2 介護予防サービスの種類別にみた要支援度別利用者の構成割合  

平成19年9月   

要支援1  要支援2  その他  

介護予防訪問介護  

（306，458人）   

介護予防訪問入i谷介護  

（344人）  

介護予防訪問看護ステーション  

（18，760人）   

介護予防通所介護  

（280，652人）   

介護予防通所リハビリテーション  

（104，231人）   

介護予防特定施設入居者生活介護  

（17，009人）  

介護予防支援事業所（地域包括支ほセノター）  

（633，988人）  

20  40  60  100  
（％）  

注：介護予防訪問看護ステーシ≡】ンは介護保険法の利用者と「要支援認定申請中」「その他」を含む。  

図3 介護サービスの種類別にみた要介護度別利用者の構成割合  

平成19年9月   

経過的要介護  要介護ユ  要介護2  要介護3  要介護4 要介護5 その他  

訪問介護  
（738，793人）  

訪問入浴介護  0．0  

（64，396人）  

訪問看護ステーション  

（210，443人）  

通所介護  
（882，596人）  

適所リハビリテーション  

（366，665人）   

特定施設入居者生活介護  
（84，355人）  

居宅介護支援事業所  
（1，643，451人）  

80  20  40  60   

注：1）訪問看護ステーションは介護保険法の利用者と「要介護認定申請中」「その他」を含む。  
2）「経過的要介護」は改正介護保険法施行日（平成18年4月1日）において、有効期間が満了する前の制度改正前の旧要支援者に  

ついては、改正介護保険法附則第8条の規定により、施行日に要介護認定を受けたものとみなされるため、当該有効期間満了日  

までの間は「経過的要介護」として予防サービスではなく介護サービスの対象となる。  
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（3）利用者数、延利用者数、9月中の利用者1人当たり利用回数   

平成19年9月中の延利用者数の状況をみると、介護予防サービスでは、介護予防訪問介護が  

1，818，443人、介護予防通所介護が1，464，928人となっており、介護サービスでは、訪問介護が  

11，605，228人、通所介護が6，853，639人となっている。   

また、利用者1人当たり利用回数をみると、介護予防サービスでは介護予防′J、規模多機能型居宅  

介護が15．0回、介護サービスでは小規模多機能型居宅介護が25．8回となっている。 （表7）  

表7 介護予防サービス・介護サービスの種類別にみた利用者数、延利用者数、  

9月中の利用者1人当たり利用回（日）数  
平成19年9月  

9月中の利用者  
利用者数（人）   延利用者数（人）  1人当たり  

利用回（日）数   

介護予防居宅サービス事業所  

（訪問系）  

介護予防訪問介護   306 458   1818 443   5．9  

介護予防訪問入浴介護   344   1418   4．1  
介護予防訪問看護ステーション  18 760   69 964   3．7  

（適所系）  

介護予防適所介護  280 652   1464 928   5．2  
介  介護予防適所リハビリテーション   
護  

104 231   570 210   5．5  

予  介護老人保健施設   53 866   298 422   5．5   

防  医療施設  50 365   271788   5．4   

サ   （その他）  
l  

ビ  介護予防短期入所生活介護  7 443   39 719   5．3   

ス   介護予防短期入所療養介護   1617   8 302   5．1  

介護老人保健施設   1495   7 761   5．2  

医療施設   122   541   4．4  

介護予防地域密着型サービス事業所  

介護予防認知症対応型適所介護   803   3 993   5．0  

介護予防′ト規模多機能型居宅介護   1216   18187   15．0  

介護予防認知症対応型共同生活介護   2 852  

介護予防支援事業所（地域包括支援センター）   633 988  

居宅サービス事業所  

（訪問系）  

訪問介護   738 793   11605 228   15．7  

訪問入浴介護   64 396   280134   4．4  
訪問着謹ステーション  274 079   1541 6111 5．6  

（適所系）  

適所介護  882 596   6 853 639   7．8  
適所リハビリテーション   366 665   2 712 255   7．4  

介護老人保健施設   220 274   1643 407   7．5  

介  医療施設  146 391   1068 848   7．3   

．：                                                                         （その他）  
サ  

l   短期入所生活介護   237 257   2 249 334   9．5   

ビ   短期入所療養介護   56 089   433 490   7．7   
ス   介護老人保健施設   51210   394 968   7．7  

医療施設   4 879   38 522   7．9  

地域密着型サ⊥ビス事業所  

夜間対応型訪問介護   764   3 319   4．3  

認知症対応型通所介護   44 753   402 060   9．0  

小規模多機能型居宅介護   10 407   268 772   25．8  

認知症対応型共同生活介護   123 479  

地域密着型特定施設入居者生活介護   893  

地域密着型介護老人福祉施設   1951  

居宅介護支援事業所   1643 451  

注ニ1）介護予防訪問着謹ステーションは介護保険法の利用者と「要支援認定申請中」「その他」を含む。  

2）訪問看護ステーションは介護保険法・健康保険法等の利用者と「要介護認定申請中」「その他」を含む。  

3）（介護予防）短期入所生活介護には空床利用型の利用者を含まない。  

4）（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護の「延利用者数」は利用日数の合計であり、  

「1人当たり利用回数」は「1人当たり利用日数」である。  
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（4）短期入所生活介護事業所におけるユニットケアの状況  

短期入所生活介護事業所におけるユニットケアの状況をみると、全事業所（7，030事業所）のう   

ち、ユニットケア実施事業所数は1，321事業所となっている（表8、図4）。  

表8 経営主体別にみた短期入所生活介護事業所におけるユニットケアの状況  

各年10月1日現在  

事業所数  
ユニットケア  

実施事業所数  
定 員（人）  

平成19年  平成18年  平成19年  平成18年  平成19年  平成18年   

総数   7030  6 664   1321  1028  19491  15 064   

地方公共団体   311   282   15   13   203   181   

社会福祉法人   5919  5 771   1084   845  14701  11393   

医療法人   194   169   58   50   1173  1072   

社団・財団法人   5   6   3   3   59   59   

協同組合   23   24   3   3   78   68   

538   379   155   112   3210  2 251   

営利法人（会社）               特定非営利活動法人（NPO）   29   21   3   2   67   40   

12  

図4 短期入所生活介護事業所におけるユニットケアの年次推移  

各年10月1日現在  

（
事
業
所
数
）
 
 

平成15年   平成16年   平成17年   平成18年   平成19年  

（5）認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住居（ユニット）の状況  

認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住居（ユニット）数をみると、全事業所   

（8，818事業所）のうち「1ユニット」が3，600事業所、「2ユニット」が4，586事業所となって   

いる。また、平均ユニット数は1．7ユニットとなっており、1ユニット当たりの定員は8．9人とな   

っている。 （表9）  

表9 経営主体別にみた認知症対応型共同生活介護事業所  

における共同生活住居（ユニット）の状況  

平成19年10月1日現在  

共同生活住居（ユニット）数  平均  

事業所数  ユニット数   当たりの  

以上   定員（人）  

総数   8 818   3 600   4 586   632   1．7   8．9   

地方公共団体   19   16   3   8．4   

社会福祉法人   1955   1063   775  117   1．5   8．8   

医療法人   1591   536   883   172   1．8   8．9   

社団い財団法人   28   16   8   4   1．6   8．8   

協同組合   29   19   9   1．4   8．8   

営利法人（会社）   4 701   1632   2 741   328   1．7   8．9   

特定非営利活動法人（肝0）   469   307   154   8   1．4   8．7   

その他   26   13   1．7   8．8   

注＝共同生活住居（ユニット）とは、認知症の状態にある要介護者が共同生活を営むべき住居をいい、居室、居間、食堂、   

台所、浴室等の設備のあるものをいう。  
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